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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価

方針」の耐震評価方針に基づき，下位クラス施設である循環水ポンプ渦防止板（Ｃクラ

ス施設）が基準地震動Ｓｓによる地震力に対して十分な構造強度を有していることを確

認することで，隣接している上位クラス施設である原子炉補機海水ポンプ（以下「ＲＳ

Ｗポンプ」という。）及び高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ（以下「ＨＰＳＷポンプ」と

いう。）に対して，波及的影響を及ぼさないことを説明するものである。 
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2. 一般事項

2.1 配置概要 

循環水ポンプ渦防止板は，取水槽に設置されている。循環水ポンプ渦防止板は，図

2－1 の位置関係図に示すように，上位クラス施設であるＲＳＷポンプ及びＨＰＳＷポ

ンプに隣接していることから，地震時に鋼板が損傷して脱落した場合は，ＲＳＷポン

プ及びＨＰＳＷポンプに対して波及的影響を及ぼすおそれがある。 

 

図 2－1 循環水ポンプ渦防止板と上位クラス施設の位置関係図  

2.2 構造計画 

循環水ポンプ渦防止板の構造計画を表 2－1 に示す。 

循環水ポンプ 

渦防止板 

ＲＳＷポンプ 

ＨＰＳＷポンプ 

ＨＰＳＷポンプ 

ＲＳＷポンプ 

取水槽 

循環水ポンプ 
渦防止板 

タービン建物

（平面図） 

（取水槽断面図） 
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表 2－1 構造計画（1/2） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

鋼板は取付ボルト①で

支持梁に固定され，支

持梁は取付ボルト②で

ブラケットに固定され

る。ブラケットは基礎

ボルトで取水槽壁に据

え付ける。 

鋼板，支持梁，ブラケ

ット，取付ボルト及

び基礎ボルトにより

構成する。 

端部詳細（A－A 矢視図） 

支持梁 

ブラケット 

鋼板 

基礎ボルト 
A 

A 

取付ボルト① 

鋼板 

支持梁 

基礎ボルト  

ブラケット  

取付ボルト② 

（断面図）  

循
環
水
ポ
ン
プ
（
中
心
）

取
水
槽
壁

通常時水位 

（EL -1.1m） 

（単位：ｍｍ） 
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表 2－1 構造計画（2/2） 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造  主体構造 

鋼板は取付ボルト①で

支持梁に固定され，支

持梁は取付ボルト②で

ブラケットに固定され

る。ブラケットは基礎

ボルトで取水槽壁に据

え付ける。 

鋼板，支持梁，ブラケ

ット，取付ボルト及

び基礎ボルトにより

構成する。 

（正面図） 

鋼板 

ブラケット  

支持梁 

（単位：ｍｍ） 
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2.3 評価方針 

循環水ポンプ渦防止板の応力評価は，Ⅵ-2-11-1「波及的影響を及ぼすおそれのある

下位クラス施設の耐震評価方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界

に基づき，「2.2 構造計画」にて示す循環水ポンプ渦防止板の部位を踏まえ「3. 評

価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」にて算出した固有周期に基づく

設計用地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示

す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

循環水ポンプ渦防止板の耐震評価フローを図 2－2 に示す。 

なお，通常時水位において，表 2－1 に示す通り循環水ポンプ渦防止板は一部が気中

に位置するが，大部分は没水しているため，耐震評価においては全て没水していると

して評価を実施する。 

図 2－2 循環水ポンプ渦防止板の耐震評価フロー 

設計用地震力  

計算モデルの設定 

理論式による固有周期 

地震時における応力  

循環水ポンプ渦防止板の  

構造強度評価  
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2.4 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・

補-1984（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電

気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下

「設計・建設規格」という。）
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2.5 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

ＡＡｂ 

Ａｂ１

Ａｂ２ 

ＡＢＲ

ＡＷＢ

ＡＷＢＲ

ＡＷＰ

ＣＨｉ

ＣＶ

ｅ 

Ｅ 

Ｆ ＊

Ｉｉ

ＬＢ

Ｌｕ

Ｌｃ

ＬＬ

Ｌｇｈ

Ｌｇｖ

ＬＢＲ

Ｍ１

Ｍ１１

ＭＢ 

ＭＢＲ 

Ｍｐ 

ｎｂ１ 

ｎｂ2 

ｎＡｂ 

ｎａｈ 

ｎａｖ 

ｔｐ

ｗＢ 

ｗｆ 

ＺＢ 

ＺＰ 

ＺＢＲ 

アンカーボルトの呼び径断面積

取付ボルト①の呼び径断面積 

取付ボルト②の呼び径断面積 

ブラケットの断面積 

支持梁のせん断断面積 

ブラケットのせん断断面積 

渦防止板のせん断断面積 

水平方向設計震度＊ 

鉛直方向設計震度 

ブラケットと支持梁の芯間距離 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

部材の断面２次モーメント＊ 

支持梁の長さ 

渦防止板の上側はね出し長さ 

渦防止板の支持点間長さ 

渦防止板の下側はね出し長さ 

アンカーボルトの水平方向偶力間距離

アンカーボルトの鉛直方向偶力間距離

ブラケットの長さ 

渦防止構造の有効質量 

付加質量 

支持梁に生じる曲げモーメント 

ブラケットに生じる曲げモーメント 

渦防止板に生じる曲げモーメント 

取付ボルト①の単位長さあたりの本数 

取付ボルト②のブラケット１体あたりの本数 

アンカーボルトの本数

アンカーボルトの水平方向引張偶力側本数

アンカーボルトの鉛直方向引張偶力側本数

渦防止板の厚み 

支持梁の単位長さあたり質量 

循環水ポンプ運転時の流体力 

支持梁の断面係数 

渦防止板の断面係数 

ブラケットの断面係数 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

mm4 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

kg 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

本 

本 

本 

本 

本 

mm 

kg/m 

MPa 

mm3 

mm3 

mm3 
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Ｓｕ 

Ｓｙ

Ｓｙ(ＲＴ) 

θ 

γ 

σｂ１ 

σｂ２ 

σＢ 

σＰ 

σＢＲ 

τＡｂ 

τＢ 

τＢＲ 

τＢ１ 

τＢ２ 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材

料の40℃における値 

渦防止板の取付角度（仰角） 

鋼材の密度 

取付ボルト①に生じる引張応力 

取付ボルト②に生じる引張応力 

支持梁に生じる曲げ応力 

渦防止板に生じる曲げ応力 

ブラケットに生じる曲げ応力 

アンカーボルトに生じるせん断応力

支持梁に生じるせん断応力 

ブラケットに生じるせん断応力 

取付ボルト①に生じるせん断応力 

取付ボルト②に生じるせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

° 

ton/m3 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記＊：添字 i の意味は，以下のとおりとする。 

i＝1：ＮＳ方向 

i＝2：ＥＷ方向 
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2.6 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は，表 2－2 に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位 

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4 桁目 四捨五入 有効数字 3 桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1 位の場合は，小数点以下第 1 位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 
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3. 評価部位

循環水ポンプ渦防止板の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

波及的影響を及ぼすおそれのある渦防止板に対し，耐震評価上厳しくなる鋼板，支持梁，

ブラケット，取付ボルト（①及び②）及び基礎ボルトについて実施する。循環水ポンプ

渦防止板の耐震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

循環水ポンプ渦防止板の固有周期の計算方法を以下に示す。 

(1) 計算モデル

a. 循環水ポンプ渦防止板の質量は重心に集中するものとする。

b. 循環水ポンプ渦防止板はブラケットによる支持のため，図 4－1 に示すように単

純梁とする。また，支持梁のみを構造部材とし，鋼板は質量のみを考慮する。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

d. 固有周期の算出には水の付加質量＊を考慮する。付加質量は形状によって決まり，

軸方向により断面形状が異なることから，軸方向ごとに算出する。 

注記＊：機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効果を模擬した

質量 

水平方向（ＮＳ方向）及び鉛直方向 水平方向（ＥＷ方向） 

図 4－1 固有周期の計算モデル 

(2) 固有周期

循環水ポンプ渦防止板の固有周期ＴＳは次式により求める。

𝑇𝑆 = 2𝜋√
𝑀1+𝑀11

𝐾𝑖
·············································· （4.1.1）

𝐾𝑖 =
384∙𝐸∙𝐼𝑖

5∙𝐿𝐵
(水平方向（ＮＳ方向）及び鉛直方向)·············· （4.1.2） 

𝐾𝑖 = 1 (
2∙𝐸∙𝐼𝑖

𝑒∙𝐿𝐵𝑅
+

𝐴𝐵𝑅∙𝐸

𝐿𝐵𝑅
)⁄  （水平方向（ＥＷ方向）） ··············· （4.1.3）

支持梁の剛性 

鋼板，支持梁等の

質量 

鋼板，支持梁等の質量  

ブラケット等の剛性 
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【循環水ポンプ渦防止板の耐震性

についての計算結果】の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1 に示す。計算の結果，水平方向（ＮＳ方向）及び鉛直

方向の固有周期は 0.05 秒を超えており，柔構造であることを確認した。また，水平方

向（ＥＷ方向）の固有周期は 0.05 秒以下であり剛構造であることを確認した。 

表 4－1 固有周期 

水平方向（ＮＳ方向） 追而 

水平方向（ＥＷ方向） 追而 

鉛直方向 追而 

（単位：ｓ） 
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法  

4.1(1)項 a.～d.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は，循環水ポンプ渦防止板に対して，水平方向及び鉛直方向から個別に作

用させる。ここで水平方向地震力は，ＮＳ方向に作用する場合とＥＷ方向に作用す

る場合を考慮する。また，水平方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せ

には，ＳＲＳＳ法を適用する。 

(2) 循環水ポンプ渦防止板には，同ポンプ運転により生じる取水路平均流速による流

体力を考慮する。 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

循環水ポンプ渦防止板の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 5－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表 5－2 に示す。 

5.2.2 許容応力 

循環水ポンプ渦防止板の許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づ

き表 5－3 のとおりとする。 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

循環水ポンプ渦防止板の使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設

の評価に用いるものを表 5－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5

－5 に示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 循環水ポンプ渦防止板 Ｃ ―＊ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他 循環水ポンプ渦防止板 ― ―＊ Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

せん断 曲げ 引張 せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｓ ＊ 1.5・ｆb ＊ 1.5・ｆｔ ＊ 1.5・ｆｓ ＊ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

鋼板 周囲環境温度 40 175 480 175 

支持梁 周囲環境温度 40 175 480 175 

ブラケット 周囲環境温度 40 175 480 175 

取付ボルト（①，②） 周囲環境温度 40 175 480 175 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 175 480 175 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

鋼板 周囲環境温度 40 175 480 175 

支持梁 周囲環境温度 40 175 480 175 

ブラケット 周囲環境温度 40 175 480 175 

取付ボルト（①，②） 周囲環境温度 40 175 480 175 

基礎ボルト 周囲環境温度 40 175 480 175 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6 及び表 5－7 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成

方針」に基づき設定する。また，減衰定数はⅥ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に

記載の減衰定数を用いる。 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平（ＮＳ）：追而＊2 水平（ＥＷ）：追而＊2 鉛直：追而＊2 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：1.0 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 固有周期(s) 
応答水平震度 応答鉛直

震度 

応答水平震度＊3 応答鉛直

震度＊3 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 追而 ― ― ―
追而 

動的震度＊4，＊5 ― ― ―

静的震度 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：基準床レベルを示す。  

＊2：１次固有周期について記載  

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる設計震度  

＊5：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 
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表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所及び 
床面高さ(m) 

取水槽 EL 1.1＊1 

固有周期(s) 水平（ＮＳ）：追而＊2 水平（ＥＷ）：追而＊2 鉛直：追而＊2 

減衰定数(％) 水平：1.0  鉛直：1.0 

地震力 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

モード 固有周期(s) 
応答水平震度 応答鉛直

震度 

応答水平震度＊3 応答鉛直

震度＊3 NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

1 次 追而 ― ― ―
追而 

動的震度＊4，＊5 ― ― ―

静的震度 ― ― ― ― ― ―

注記＊1：基準床レベルを示す。  

＊2：１次固有周期について記載  

＊3：設計用床応答スペクトルⅠ（基準地震動Ｓｓ）により得られる震度 

＊4：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）により得られる設計震度  

＊5：最大応答加速度を 1.2 倍した震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 鋼板の応力 

(1)せん断応力

鋼板の単位幅（取水路幅方向）に作用する荷重に対してはね出し単純梁として抵抗

するため，鋼板に発生するせん断力ＱＰ及びせん断応力τＰは次式より求める。 

𝑄𝑃 =
𝑤(𝐿𝑈+𝐿𝐶)2−𝑤∙𝐿𝐿

2

2∙𝐿𝐶
− 𝑤 ∙ 𝐿𝑈  ························· （5.4.1.1.1）

𝜏𝑃 =
𝑄𝑃

𝐴𝑊𝑃
  ············································· （5.4.1.1.2）

ここで，ｗは鋼板に作用する面外方向荷重であり，次式による。 

𝑤 = 𝐹𝐻 ∙ 𝑠𝑖𝑛𝜃 + 𝐹𝑉 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝜃 + 𝛾 ∙ 𝑡𝑝 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝜃  ··················· （5.4.1.1.3）

𝐹𝐻 = 𝐶𝐻 ∙  𝛾 ∙ 𝑡𝑝 − 𝑤𝐹  ··································· （5.4.1.1.4）

𝐹𝐻 = 𝐶𝑉 ∙  𝛾 ∙ 𝑡𝑝  ········································ （5.4.1.1.5）

(2)曲げ応力

鋼板に発生する曲げモーメントＭＰ及び曲げ応力σＰは次式より求める。

𝑀𝑃 = 𝑀𝑎𝑥 (
𝑤∙𝐿𝑈

2

2
,

𝑤(𝐿𝑈+𝐿𝐶)2−𝑤∙𝐿𝐿
2

2∙𝐿𝐶
∙

𝐿𝐶

2
−

𝑤

2
∙ (𝐿𝑈 +

𝐿𝐶

2
)

2

) 

 ·············· （5.4.1.1.6）

𝜎𝑃 =
𝑀𝑃

𝑍𝑃
··········································· （5.4.1.1.7）

5.4.1.2 支持梁の応力 

(1)せん断応力

支持梁は，ブラケットにより支持される単純梁であるため，支持梁１本当たりが負

担する鋼板に作用する面外力と自重による地震慣性力を加えたせん断力ＱＢ及びせ

ん断応力τＢは次式より求める。 

𝑄𝐵 = {𝑄𝑃 ∙ 𝐿𝐵 + 𝐶𝐻 ∙ 𝑤𝐵 ∙ 𝑠𝑖𝑛𝜃 + 𝐶𝑉 ∙ 𝑤𝐵 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝜃 + 𝑤𝐵 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝜃} ×
𝐿𝐵

2

 ·············· （5.4.1.2.1）

𝜏𝐵 =
𝑄𝐵

𝐴𝑊𝐵
 ················································· （5.4.1.2.2）
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(2)曲げ応力

支持梁に発生する曲げモーメントＭＢ及び曲げ応力σＢは次式より求める。

𝑀𝐵 =
𝑄𝐵∙𝐿𝐵

4
········································ （5.4.1.2.3）

𝜎𝐵 =
𝑀𝐵

𝑍𝐵
··········································· （5.4.1.2.4）

5.4.1.3 ブラケットの応力 

(1)せん断応力

支持梁より伝達されるせん断力がブラケットに生じるせん断力となるため，せん

断力ＱＢＲ及びせん断応力τＢＲは次式より求める。 

  𝑄𝐵𝑅 = 𝑄𝐵  ········································· （5.4.1.3.1）

𝜏𝐵𝑅 =
𝑄𝐵𝑅

𝐴𝑊𝐵𝑅
 ········································ （5.4.1.3.2）

(2)曲げ応力

ブラケットに発生する曲げモーメントＭＢＲ及び曲げ応力σＢＲは次式より求め

る。 

 𝑀𝐵𝑅 = 𝑄𝐵𝑅 ∙ 𝐿𝐵𝑅 ·································· （5.4.1.3.3）

𝜎𝐵𝑅 =
𝑀𝐵𝑅

𝑍𝐵𝑅
  ········································· （5.4.1.3.4）

5.4.1.4 取付ボルト①の応力 

(1)引張応力

はね出し梁である鋼板の支持点荷重が取付ボルト①に作用する引張力となる。

従って，鋼板単位幅当たりで発生する取付ボルト①群の引張力Ｎｂ１及び取付ボル

ト①の引張応力σｂ１は次式より求める。

𝑁𝑏1 =
𝑤(𝐿𝑈+𝐿𝐶)2−𝑤∙𝐿𝐿

2

2∙𝐿𝐶
···························· （5.4.1.4.1）

 𝜎𝑏1 =
𝑁𝑏1

𝑛𝑏1∙𝐴𝑏1
  ····································· （5.4.1.4.2）
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(2)せん断応力

取付ボルト①に発生する鋼板の単位幅当たりのせん断力Ｑｂ１及びせん断応力

τｂ１は次式により求める。 

𝑄𝑏1 = {𝐹𝐻 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝜃 + 𝐹𝑉 ∙ 𝑠𝑖𝑛𝜃 + 𝛾 ∙ 𝑡𝑝 ∙ 𝑠𝑖𝑛𝜃} 𝑛𝑏1⁄  

 ··········· （5.4.1.4.3）

𝜏𝑏1 =
𝑄𝑏1

𝐴𝑏1
 ·········································· （5.4.1.4.4）

5.4.1.5 取付ボルト②の応力 

(1)引張応力

ブラケット１体当たりの取付ボルト②に作用する引張力は支持梁に作用するせん

断力と等しいため，取付ボルト②の引張力Ｎｂ2 及び引張応力σｂ2 は次式より求める。 

𝑁𝑏2 =
𝑄𝐵

𝑛𝑏2
········································ （5.4.1.5.1）

𝜎𝑏2 =
𝑁𝑏2

𝐴𝑏2
········································ （5.4.1.5.2）

(2)せん断応力

取付ボルト②に発生する鋼板の単位幅当たりのせん断力Ｑｂ２及びせん断応力

τｂ２は次式により求める。 

𝑄𝑏2 = { 𝐶𝐻 ∙ 𝑤𝐵 ∙ 𝑐𝑜𝑠𝜃 + 𝐶𝑉 ∙ 𝑤𝐵 ∙ 𝑠𝑖𝑛𝜃 + 𝑤𝐵 ∙ 𝑠𝑖𝑛𝜃} ×
𝐿𝐵

2

··········· （5.4.1.5.3）

𝜏𝑏2 =
𝑄𝑏2

𝑛𝑏2∙𝐴𝑏2
 ········································· （5.4.1.5.4）

5.4.1.6 基礎ボルトの応力 

(1)引張応力

基礎ボルトに発生する引張力ＮＡｂ及び引張応力σＡｂは次式より求める。

𝑁𝐴𝑏 =
𝑀𝐵𝑅∙𝑠𝑖𝑛𝜃

𝑛𝑎𝑣∙𝐿
𝑔ℎ

+
𝑀𝐵𝑅∙𝑐𝑜𝑠𝜃

𝑛
𝑎ℎ

∙𝐿𝑔𝑣
  ·························· （5.4.1.6.1）

𝜎𝐴𝑏 =
𝑁𝐴𝑏

𝐴𝐴𝑏
········································· （5.4.1.6.2）
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(2)せん断応力

基礎ボルトに発生するせん断力ＱＡｂ及びせん断応力τＡｂは次式より求める。

𝑄𝐴𝑏 =
𝑄𝐵𝑅

𝑛𝐴𝑏
········································· （5.4.1.6.3）

𝜏𝐴𝑏 =
𝑄𝐴𝑏

𝐴𝐴𝑏
 ·········································· （5.4.1.6.4）

5.5 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【循環水ポンプ渦防止板の耐震性につ

いての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

5.6 応力の評価 

5.6.1 鋼板，支持梁及びブラケットの応力評価 

5.4.1.1～5.4.1.3 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。

ただし，組合せ応力が許容曲げ応力 fｂｍ以下であること。  

基準地震動Ｓｓによる  

荷重との組合せの場合  

許容せん断応力  

fｓｍ  

許容曲げ応力  

fｂｍ  
・1.5

1.5

Ｆ

5.6.3 取付ボルト及び基礎ボルトの応力評価 

5.4.1.4～5.4.1.6 項で求めたボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容組合

せ応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ]  ·············· （5.6.3.1） 

せん断応力τｂはせん断力のみを受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であ

ること。ただし，ƒｓｂは下表による。 

・1.5
31.5・

Ｆ ＊
＊
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

循環水ポンプ渦防止板の設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有している

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

循環水ポンプ渦防止板の重大事故等対処設備としての耐震評価結果を以下に示す。

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有してい

ることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【循環水ポンプ渦防止板の耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 

（NS 方向） 

水平方向 

（EW 方向） 鉛直方向 
水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 
水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 
NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

循環水 

ポンプ 

渦防止板 

Ｃ 
取水槽 

EL 1.1＊1 追而 追而 追而 ― ― ― 追而 追而 追而 40 

1.2 機器要目 

部材 

鋼板 

部材 

支持梁 

部材 

ブラケット 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

追而 
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部材 

取付ボルト① 

部材 

取付ボルト② 

部材 

基礎ボルト 
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S2 補 Ⅵ-2-11-2-7-18 R0 

1.3 計算数値 

1.3.1 地震荷重 (単位：N) 

部材 荷重 地震荷重 

鋼板 

せん断 

曲げ 

支持梁 

せん断 

曲げ 

ブラケット 

せん断 

曲げ 

取付ボルト① 

引張 

せん断 

取付ボルト② 

引張 

せん断 

基礎ボルト 

引張 

せん断 

1.4 結論 

1.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向(NS 方向) 追而 

水平方向(EW 方向) 追而 

鉛直方向 追而 

追而 
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1.4.2 応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鋼 板

せん断 ― ― 

曲げ ― ― 

支持梁 

せん断 ― ― 

曲げ ― ― 

ブラケット 

せん断 ― ― 

曲げ ― ― 

取付ボルト① 

引張 ― ― 

せん断 ― ― 

取付ボルト② 

引張 ― ― 

せん断 ― ― 

基礎ボルト 

引張 ― ― 

せん断 ― ― 

すべて許容応力以下である。 

追而 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 
耐震設計上の 
重要度分類 

据付場所及び 
床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
周囲環境温度 

(℃) 水平方向 

（NS 方向） 

水平方向 

（EW 方向） 鉛直方向 
水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 
水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 
NS 方向 EW 方向 NS 方向 EW 方向 

循環水 

ポンプ 

渦防止板 

Ｃ 
取水槽 

EL 1.1＊1 追而 追而 追而 ― ― ― 追而 追而 追而 40 

2.2 機器要目 

部材 

鋼板 

部材 

支持梁 

部材 

ブラケット 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

追而 
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部材 

取付ボルト① 

部材 

取付ボルト② 

部材 

基礎ボルト 
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2.3 計算数値 

2.3.1 地震荷重 (単位：N) 

部材 荷重 地震荷重 

鋼板 

せん断 

曲げ 

支持梁 

せん断 

曲げ 

ブラケット 

せん断 

曲げ 

取付ボルト① 

引張 

せん断 

取付ボルト② 

引張 

せん断 

基礎ボルト 

引張 

せん断 

2.4 結論 

2.4.1 固有周期 (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向(NS 方向) 追而 

水平方向(EW 方向) 追而 

鉛直方向 追而 

追而 
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2.4.2 応力 (単位：MPa) 

部材 材料 応力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

鋼 板

せん断 ― ― 

曲げ ― ― 

支持梁 

せん断 ― ― 

曲げ ― ― 

ブラケット 

せん断 ― ― 

曲げ ― ― 

取付ボルト① 

引張 ― ― 

せん断 ― ― 

取付ボルト② 

引張 ― ― 

せん断 ― ― 

基礎ボルト 

引張 ― ― 

せん断 ― ― 

すべて許容応力以下である。 

追而 




